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社会・環境部会セッション 

福島原発事故をふりかえる ―2021 年度社会・環境部会賞受賞記念講演 

Reflection of Fukushima nuclear accident; 

2021 Award Commemorative lecture of Social & Env.Div. 

（1）福島原発事故 10 年検証委員会で明らかにしたこと 

(1) What became clear from the 10-year Investigation Commission on the Fukushima Nuclear Accident 
＊鈴木 一人 

東京大学 

 

 福島原発事故は、その規模の大きさと最大で 16万人の住民避難という被害を生み出し、10年経った

現在でも完全に事故が収束した状態ではないという点で未曽有の事故であり、それ故に政府、国会、原

子力学会、東京電力などが事故調査に乗り出し、筆者も関わった日本再建イニシアティブ（現アジア・

パシフィック・イニシアティブ）も「独立検証委員会」（いわゆる民間事故調）を立ち上げ、報告書を発

表した。 

 日本において、こうした国家規模の危機が起きた際に、事故調査会が立ち上がり、報告書を発表して

教訓を世に知らしめ、政府や当事者に改善を求めるというのが一般的である。また、そうした報告書を

出すことで事故調の役割は終わり、解散するというのも一般的である。そのため、報告書を出し、一通

り教訓を学んで改善計画を進めることで、問題が解決したかのような意識になるのが「いつものパター

ン」となる。果たしてそれで問題は解決するのであろうか。 

 

1. 10 年検証委員会で取り上げたテーマ 

 本委員会では、2012 年に民間事故調が発表した報告書だけでなく、他の事故調の報告書も踏まえ、それぞ

れが提起した問題についてどのような変化があったのかをいくつかの分野に分けて検討した。 

⚫ 原子力安全規制 

⚫ 東京電力の政治学 

⚫ 放射線災害のリスク・コミュニケーション 

⚫ 官邸の危機管理体制 

⚫ 原子力緊急事態に対応するロジスティックス 

⚫ ファーストリスポンダーと米軍の支援リスポンダー 

⚫ 原災復興フロンティア 

 

2. 新たな「安全神話」の形成 

2-1. 「宿題型」規制の弊害 

本報告書では、日本における原子力安全規制を「宿題型」規制と位置づけ、米国の原子力規制委員会（NRC）

の安全規制である 10CFR を「効果型」と呼んで、両者の規制に対する考え方の違いを分析した。「宿題型」規

制とは、規制当局が「宿題」を設定し、事業者がその「宿題」をこなして基準に達することで合格をもらい、

そのことをもって「安全である」ということが保証されるという考え方である。「効果型」とは、「事故が発

生した際に、住民に被害がないよう」な目標を設定し、その目標を達成する方法は事業者に委ねられている

という規制のやり方を指す。 

この「宿題型」と「効果型」の規制思想の違いは、「安全神話」を考える上で決定的に重要である。「宿題

型」規制は、いかに「世界一厳しい」規制であったとしても、その基本的な考え方は、「想定しうる限り」の

事象を想定し、その事象に対して対応出来るだけの規制要求を設定するというところにある。事業者は規制

要求を満たすことが目的となり、その目的を達成することで「安全」が達成されたと認識し、人々に「安心」
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を提供する。 

しかし、この「宿題型」規制にはいくつもの問題が内包されている。第一に、「宿題型」規制で「絶対安全」

を目指すとなると、極めて非現実的な規制要求を設定することになり、事業者に大きな負担を強いるだけで

なく、事業者の経営に大きな制約を設けることになる。原子力安全規制の究極の目的が安定して安全な原子

力利用であるとするならば、いかに事業者が事業を継続し、持続可能な原子力利用を可能にするかを考える

べきであるが、多大なコストをかける「宿題型」規制はサステイナブルなものとは言えないだろう。 

第二に、「宿題型」規制は規制当局と事業者の対話を制約し、規制当局から事業者に対して一方的な規制要

求を突きつける形態となっている。現在の規制当局と事業者の対話は全て「フル・オープン」の形で公開さ

れている。しかし、フル・オープンの場で事業者が自らの経営上の理由から規制の見直しや効率的な規制へ

の変更を求めることは、極めて難しい。福島第一原発事故以降、事業者は国民の信任を十分得ているとは言

えない状況で、規制当局と事業者が対等な立場で意見を交換することは、まずもって考えられない。そうな

ると「宿題型」規制は、規制当局からの一方的な要求を引き受け、経営資源を削りながら基準達成を目的と

し、それ以上の安全向上に向かうインセンティブを失わせる。さらに、国会事故調では「規制の虜（Regulatory 

Capture）」の概念を使って、規制当局と事業者の関係が深くなれば規制当局が事業者側に取り込まれていたこ

とが指摘されたため、福島原発事故後の規制当局と事業者の接点は可能な限り少なく、規制当局は可能な限

り独立した存在でなければならないとされた。 

第三に、「宿題型」規制は必然的に「想定外」のリスクに対応できないという問題が起こる。「宿題型」規

制は、「宿題」を出す側が、あらゆる事象に目を配り、全ての事故のシナリオを想定して「宿題」に組み込む

ことで「安全」を達成する、それによって人々に「安心」を提供することを前提としている。言い換えれば

「宿題」を出す側が見落としている問題があれば、「安全」は達成されず、人々が「安心」することも出来な

い。しかし、「宿題型」規制を継続することは、どこかで規制委員会が全ての問題をカバーし、「安全」を達

成しているという神話を作り、人々が「安心」を得ようとしているという「新たな『安全神話』」を作り出し

ていることに他ならない。 

 

2-2. 追求すべきは「効果型」規制 

「宿題型」規制は事業者にとってコンプライアンス問題、すなわち言われたことをこなし、問題を起こさ

ないことを目標とする対応をもたらす。しかし、本来の安全規制とは、事業者も規制当局も常に「より高い

安全」を目指し、その「備え」をし、そこからの「学び」を血肉化するところにあるべきである。 

そのためには「効果型」規制を導入すべきである。「効果型」規制とは、規制当局が規制の目標を設定し、

その目標をいかに達成するかは事業者が独自に工夫して実施するというものである。規制当局はその方法に

関して検査し、それが確かに安全を高めるものであるかどうかを確認して許可を与えるという形で展開され

る。ある事業者が行った工夫は、他の事業者にもベストプラクティスとして共有され、それによってすべて

の事業者が同様に工夫をし、さらに安全を高めていくという形の規制である。 

 

3. 「国策民営の罠」にはまったままの原子力 

民間事故調では福島第一原発事故前の原子力政策が、いわゆる「国策民営」といわれる事業体制で進められ

てきたことの問題点を指摘した。これは、政府が掲げる原子力平和利用推進の「国策」を、民間企業が原子

力発電事業を「民営」で担う体制のことである。しかし、原子力事故が起こった場合、政策を推進した政府

が責任を取るのか、それとも民間企業である事業者が無限の責任を持つことになるのか、が曖昧なまま原子

力政策は進められてきた 

 この曖昧さは、福島第一原発事故のあとの賠償および廃炉を巡る問題で改めて問題となった。東京電力は

一方で賠償・廃炉にかかる「見えない（バランスシートには記載されない）」負債を抱え、毎年 4000 億円以

上の収益を上げることを目指さざるを得ないが、他方で電力自由化に対応した競争的な環境で収益を上げな

ければならない。しかも、原発の再稼働に関しては、自らの経営判断だけでは決定することが出来ず、巨大

な経営資源であるにもかかわらず、国や立地自治体との交渉が必要となる状況にある。電力自由化により経
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営が自由化され、「普通の企業」としての経営や企業文化が育つことが期待されつつ、賠償と廃炉の問題を抱

え、規制当局と立地自治体の政治的な判断に経営を委ねざるを得ない状況は、「国策民営」時代の枠組みから

脱却出来ない東京電力の宿命となっている。 

 

4. ファーストリスポンダーと「究極の問いかけ」 

本報告書では、第六章で取り上げたファーストリスポンダーの役割、中でも運転者が手に負えないような

状況になり、生命を賭してでも原発事故の進行を止め、住民と国家を守らなければならない「最悪の事態」

のケースについても考えなければならないと指摘した。何らかの「想定外」の事態が起き、事故の一義的な

責任を持つ事業者が手に負えなくなった場合、民間企業である事業者は、その職員や下請けの人員に対して、

命を賭して事故を止めることを命じることはできない。では、その時、いったい、誰がその対処に当たるの

か、誰が責任を持つのか、という「究極の問いかけ」に対して、政府も国民も答えを得ていない。これに関

しては、再稼働を巡る議論の中でもほとんど扱われてこなかった。 

この「究極の問いかけ」に出来合いの答えはない。しかし、重大事故が進展し、そこで止めなければ国家

と国民の安全が失われる時に、誰かが生命を賭して作業しなければならないとすれば、それはサイトのこと

を隅々まで理解している運転者と、「事に臨んでは危険を顧みず、身をもって責務の完遂に努め、もって国民

の負託に応える」と服務の宣誓をしている自衛隊が何らかの形で協力することが想定される。最後に判断す

るのは政治の役割だが、少なくともそうした事態がありうることを想定し、事業者と自衛隊はその時に備え

て計画を立て、訓練をしておかなければ、いざ政治が決断した際になんの「備え」もなく、極めて危険な任

務を遂行しなければならなくなる。 

 

5. 「大きな安全」と「小さな安心」の両立 

本報告書では、この 10 年の「学び」は事故の「近因」を除去することには熱心だったが、その「遠因」を

克服することには臆病であったと結論付けた。 

この「遠因」を克服できない背景は、「安全」であることよりも「安心」を求め、「安全」のために必要なこ

とをするのではなく、「安心」を得るために「安全」にとって不必要なことや、場合によっては矛盾すること

を行うことにある。その社会心理的動態を 2012 年の民間事故調の報告書では「小さな安心を優先して、大き

な安全を犠牲にする」と形容したが、改めてこの 10 年で一番、変わらなかったのは社会全体の「大きな安全」

を確立するための覚悟を持たず、「小さな安心」を追求した姿であった。 

この「宿題型」の社会から脱し、終わりのない「安全」を追求し続けるには、「効果型」規制を導入し、規

制当局と事業者が対等な立場で共通する目標を対話の中から見いだし、その目標を達成するために自ら考え、

よりよいものを探求する原子力安全規制にしていかなければならない。そして、その「安全」を達成するた

めに、事業者は旧来型の地域独占・総括原価方式のメンタリティから、電力自由化にあわせた新たな企業文

化を作り上げ、「安全」を高めることで顧客に「安心」を提供する事業に転換していかなければならない。そ

してその対話には国民や世界との対話も含まれなければならない。それらを支えるものとして、原子力安全

ガバナンスと、緊急時には、「究極の問いかけ」から逃げることなく事故に立ち向かうガバナンスの仕組みを

確立しなければならない。 

そうすることで初めて、「大きな安全」と「小さな安心」は両立し、調和することができるだろう。 

 

*Kazuto Suzuki 

University of Tokyo 


